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1)ただし、 Feige(2000)は取引者双方が税を均等に負担することを考えている。この場合、 AII陀から I，OOIJI]の引き落としが行



















引高ないし決済額の縮減、 (2)課税の累荷、 (3)政治経済学的困難、の 3つに大別できょう 以
下それぞれについて検討する
(1)取引高ないし決済額の縮減













いぜい 1o/，，~ 2 9(，に過ぎないというものである c 人:~f(2002)は、わが1);1の場介はそれよりさらに小さいとの結*を知行するご
5) ここでは取り上げなかったが、 APT税は金融機関を統特する1"1に全税収が集小するため、地jjシ}権に逆行するとの懸念:もあ






済は捕捉しないσ したがって現金取引を行うことによって、 APT税を[口]避することが可能で、ある υ
一方、現金取引には盗難や紛失、運搬のコスト等、多くのリスクや不便が伴うことも確かである
そのため、 APT税を!日l避したいと忠っている取引者は、課税負担とこうしたリスクや不便の負担










































































































































































































































































FYl附 7 FY19:-Jお FYl凹9 FY2日00
































l叉J3は、 2000年の全世般の、取づIIJ転率を乗ずる前の通貨性預金残高の分布である c 比較のた
め年間収入、消費支出も併せて載せた。この中では所得の累進度が一番高いc さらにそれをより
わかりやすく示すため、各項目についてのローレンツ曲線を示したものが凶 4である c またそれ
ぞれのジニ係数を求めた。図 3の1測を裏付けるように、年1¥収入がもっとも所得累進度が大き
く、通貨性預金残高と消費支出はほほとHじである?



















































10 1 .f 5 “ 
州仰|吐いR令制
そうして算出した所得卜分位階級別の決済制を、前と fli様、年間収入、消費支出との対比で、


























































































23) {.:}f子役機を抑制するために、 (.}f干l[x'iIに取引高税を深そうというTobin(1978)の機忽は、(.，}f干取引1:抵の、 11際的に謝干1され
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